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研究課題 
 
以下の論文およびそこに引用された論文を読み、最適課税論の立場から、わが国の

家計消費の価格弾力性や所得弾力性を求め、現状の税制をどのように改革すること

が望ましいかを検討しなさい。 
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(1) 全国全世帯および全国勤労者世帯に関して消費需要関数を推計せよ。 
(2) 需要の価格弾力性を導出せよ。 
(3) 所与の需要体系ではどのような最適消費税率が望ましいかを検討しなさい。 
 
推計においては、その関数型の選択の根拠となる統計テストの結果も含めて報告する



こと。また、推計結果だけではなく、理論的議論や 1989 年 4 月の 3%消費税導入、

1997 年 4 月の 5%への引き上げなど制度的変更の効果なども含め、総合的な議論を

すること。 
 
データは経済研究所の北村行伸の個人ホームページの＜講義録＜比較統計システ

ム論＜2002 年度の下に掲示します(ダウンロードできます)。 
 
提出期限は 8 月 15 日(厳守)。 
 


